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１．はじめに 

河川研究部は、平成19年４月よりパーソナル・コ

ンピュータ上で複数の水理・水文解析モデルを連結

して複雑な河川流域上の水理・水文現象をシミュレ

ーションすることのできる解析モデルのプラットフ

ォーム（CommonMP：Common Modeling Platform for 

water-material circulation analysis）を開発して

いる。このプラットフォームを平成22年３月にウェ

ブサイト１）で公開した後、毎年バージョンアップを

行い利便性、操作性を高めるための改良を重ねると

ともに、要素モデルの公開等を進めてきた。 

河川研究部では、国土交通本省と連携し、開発し

てきたCommonMPの河川管理実務への本格的な導入を

図るため、講習会の開催や研修等に積極的に取り組

んでいる。 

 

２．地方整備局での講習会 

平成25年度より、CommonMPの技術取得に関する講

習会を地方整備局にて開催している。平成26年度は

地方整備局職員だけでなく、大学、高専の教員・学

生等も受講対象者とし、8地整にて講習会を行った。 

この講習会は、要素モデルのインストール、プロ

ジェクトの実施、プロジェクトの受け渡しといった

CommmonMPの基本を習得する場と位置付け、CommonMP

の概要や基本操作、洪水の再現やダムの洪水調節効

果の算定といった初心者向けの講義及び操作演習を

行った。 

 

 

 

 

３．国土交通大学校での研修 

 国土交通大学校が開催する「河道計画・環境研修」

（本研修は平成24年度からの実施）及び「社会資本

GIS〔河川〕研修」（本研修は平成22年度からの実施）

において、CommonMPの演習時間を設けている。特に

社会資本GIS〔河川〕研修では、全５日のうち４日に

わたってCommonMPに関する演習を集中的に行った。 

 この研修は、プロジェクトの構築・改変、パラメ

ータ感度分析等のCommonMPの応用操作を習得する場

と位置付け、実務におけるCommonMPの活用を想定し

た演習を中心に行っている。平成26年度は、貯留関

数法を用いた高水流出計算による河川計画検討及び

準二次元不等流計算による河道内樹木管理の検討を、

CommonMPを活用して実施したところである。 

 

４．今後の取組 

研修や講習会で得られた受講生の意見等をもとに、

習熟度別の講習コースの設置、演習問題や課題発表

等の習熟度の確認の導入、教材の整備といった内容

の充実について検討し、次年度以降の取り組みに反

映させる予定である。 

【参考】1) CommonMPウェブサイト: 

http://framework.nilim.go.jp 
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講習1 CommonMPの概要 CommonMPを作った意図、目的と活用に当たっての留意点

操作演習1 基本事項と基本操作演習 用語の解説と要素モデル、シミュレーションプロジェクト等の管理

講習2 河川業務における活用について
河川管理業務への活用するメリット

ダムの洪水効果算定

操作演習2 データ取得ツールの演習　流出計算の演習
水文水質データ取得ツールによるデータ取得

マルチスレッド機能による近年の洪水の再現と感度分析

操作演習3
CommonMP-GISを用いた河道断面の編集、

準二次元不等流計算の実施
河道内樹木の伐採、河道内掘削による水位低減効果の算定

表 地方整備局でのカリキュラム 

 

研究動向・成果 
 

 

汚水処理施設10年概成を実現する 
ためのコストキャップ型下水道計画 
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１．汚水処理施設の早期概成 

平成25年度末の汚水処理人口普及率（下水道、合

併処理浄化槽、集落排水、コミュニティプラント）

は約89％（このうち国土交通省所管の下水道の普及

率は約76％）であり、汚水処理施設を利用できない

人口（未普及人口）は約1400万人にのぼる。 

汚水処理施設を所管する環境省、農林水産省、国

土交通省の3省は、未普及の早期解消を図るために、

3省連名で都道府県構想策定マニュアルを改訂し（平

成26年4月）、その中で「汚水処理施設整備の10年概

成」を目標として掲げた。 

２．コストキャップ型下水道の導入 

下水道整備を急ぐあまり、現地踏査や導入技術の

検討を不十分のまま進めれば、割高な工法の採用や

過大施設の建設等により、過度の使用料負担や下水

道経営の悪化を招く恐れがある。このため下水道整

備エリアを決めてから必要な施設規模や費用を積み

上げる従来の下水道計画とは異なる計画策定手法と

して、厳しい地方財政を前提条件とした投資可能な

予算の範囲内で持続可能な経営を目指す「コストキ

ャップ型下水道計画」を提案した。下水道事業に未

着手の愛知県美浜町をモデルに、既往の計画手法、

整備手法、維持管理方法の検討を進め、大幅なコス

ト・整備期間の縮減を可能とする試算結果を過年度

に公表した1)。 

３．下水道接続率の向上施策の検討 

コストキャップ型下水道は、低コストの下水道整

備を行うだけでなく、その後の健全な下水道経営を

実現することが最終的な目標である。目標達成には、

市民が下水道への接続を遅滞なく行うことが必要不

可欠であるが、供用開始初期の接続率は低調である

のが現実であり、経費回収率の低下や処理原価の上

昇の一因となっている。このため、目標達成の一助

とすべく、下水道への接続が進まない要因分析及び

接続率向上施策に関する情報整理と効果を検討した。 

調査の結果、供用開始前の浄化槽普及状況や高齢

化、世帯人数等が、接続率に影響を与えていること

が推測された。また、接続率向上施策としては、市

職員や専門促進員による戸別訪問やキャンペーン等

の啓発活動、排水設備設置等の費用助成等が事例と

して多いが、その効果は定量的な評価がされておら

ず今後のデータ分析が必要である。 

 

４．コストキャップ型下水道の水平展開 

コストキャップ型下水道計画の導入を全国に水平

展開するため、美浜町での研究成果をマニュアル化

する作業を進めるとともに（平成27年度公表予定）、

導入方法の説明会等を全国各地で実施した。 

５．おわりに 

未普及解消を目指す地方公共団体では、財政、組

織、地形、少子高齢化など直面する課題が様々であ

り、その解決方法も総じて多種多様である。今後は、

地域特性に配慮した低コストの整備が可能となるよ

う、同じ悩みを抱える多くの地方公共団体の参考に

なる情報を配信していきたい。 

【参考】1) 平成25年9月4日記者発表資料 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/kisya/journal/kisya20130904.pdf 
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図 下水道接続率と経費回収率の関係 
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